
 国土交通省近畿地方整備局 

Kinki Regional Development Bureau  

  Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism 

近畿地方整備局 

近畿技術事務所 

 

 

配布日時 平成３１年２月２０日 

１４時００分 

資料配布   

 

 

 

件     名 
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（近畿建設新技術活用通信第３号）を発行します 

～ i-Bridge を学び考える ～ 

  

 

 

 

 

 

 

 

概     要 

 

 

 

 

 

 

●今号のトピックス 

  今号は橋梁に注目し３次元データを活用する i-Bridge の現状と

課題や「支承の若返り工法」（NETIS）を活用した現場の好事例等に

ついて紹介します。 

●近畿建設新技術活用通信の構成 

 ・巻頭言「i-Bridge に想う」 

・連載 i-Con「i-Bridge の現状と課題」 

・現場で活用された好事例の現場レポート「支承の若返り工法」 

 ・新規登録された技術の紹介 

 ・新技術活用評価会議の審議状況 

 ・メンテナンス技術と新技術 等 

●公開方法及び配布機関 

 ・近畿技術事務所担当窓口（紙媒体 冊子版 A4 縦） 

 ・近畿技術事務所ホームページ（PDF 電子版 A4縦） 

  【以下の URL から入手出来ます】 

   http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/develop/correspondence.html 

●発刊時期 

 平成３１年２月２０日（第３号） 

 四半期毎の発刊予定 

  

取  扱  い － 

  

配布場所 

 

近畿建設記者クラブ、大手前記者クラブ 

 

  

問 合 せ 先 

 

 

 

 

国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所 

総括技術情報管理官 今西
いまにし

 秀樹
ひ で き

（内線３０１） 

技術開発対策官   井田
い だ

 卓
たかし

 （内線３０２） 

TEL：072-856-1941 

FAX：072-850-3952 

 

http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/develop/correspondence.html
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近畿建設新技術活用通信 

 
関西から建設の新技術を拓く 

第３号 

も く じ 
i-Bridge に想う （一社）日本橋梁建設協会 会長 坂本眞・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２ 
新規に登録された新技術 近畿地方整備局受付 (平成 30年 11 月～平成 31年１月) ・・・・・・・・・・・・・・３ 
新技術活用評価会議便り（平成 30 年度第３回）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ５ 
近畿地方整備局における新技術活用の進捗状況（平成 30年４月～平成 30 年１月）・・・・・・・・・・・・・・・６ 
近畿ランキング上位技術の概要～～安全建設気象モバイルKIYOMASA(KT-100110-VE)～～ ・・・・・・・・・・６ 
新技術活用促進型工事の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・７ 
インフラメンテナンス会議大阪の動向・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
生産性向上チャレンジ工事の試行・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・８ 
新技術活用現場レポート～～支承の若返り工法（HR-100013-VR）～～ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・９ 
連載 i-Construction ～～③i-Bridge の現状と課題～～ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・11 
メンテナンス技術と新技術 ～～③道路構造物の点検～～ ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・13 

編集後記・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・15 

関西から建設の新技術を拓く 
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日頃より、日本橋梁建設協会の活動にご理解

とご支援をいただき厚くお礼申し上げます。 

建設業の一翼を担う鋼橋事業において、若い

人たちの入職を含めた担い手の確保により適

切に世代交代を進めるためには、「働き方改革」

を推進することが必要不可欠です。鋼橋事業で

は工場製作という工程があり、①現場負荷低減、

②高品質な製品供給、③橋梁工事全体工期への

寄与などのメリットがある一方で現場技能者

と併せて製造のための設備と人員の維持が必

要となります。 

橋梁事業の未来持続と成長力強化のため、発

注機関への「長期安定的な発注」や働き方改革

の一環としての「週休二日制導入」など、職場

環境改善に向けた要望をさせていただいてい

ます。 

職場環境改善の一方策として、建設業の

i-Construction の橋梁事業バージョンの

『i-Bridge』の推進活動を実施しているところ

でございます。当協会の定義する『i-Bridge』

は、生産性および安全性の向上を目的として、

ICT だけでなく、最新の技術や材料、施工法も

事業プロセスに含まれます。さらにCIMの 3D

モデルも将来的には i-Bridge の根幹となるこ

とが期待されています。 

20 世紀後半の本州四国連絡橋を代表とする

吊橋や斜張橋などの長大橋梁の建設が鋼橋に

おける使用材料から工場製作や現場架設にい

たる技術の発展に大きく貢献したことは間違

いありません。前述の通り、鋼橋事業において

工場製作のウェイトが大きいため、長大橋梁の

建設を効率的かつ高品質に推進するために、

1980 年代よりロボット化やシステム化の導入

を進めてきました。その結果、3次元モデルの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原寸システムにより作成されたデータを利用

した各種の NC（数値制御）のオンライン機器

が導入されています。現在では、鋼板の罫書

き・切断・孔明け、さらに溶接ロボットや仮組

立のシミュレーションにいたるまで幅広く適

用されています。 

一方、現場架設においても長大橋梁建設の発

展とともに、起重機船やクレーン、多軸式特殊

台車の大型化による大ブロック架設工法や高

品質な、現場溶接や高力ボルトによる連結技術

が採用されてきました。 

現在、鋼橋業界は長大橋梁建設の時代から、

インフラの維持管理の時代へ移行しています。

当協会の活動におきましては、長大橋梁建設で

培った技術をさらにブラッシュアップすると

ともに、時代の要請である長寿命化技術の開発

を進めております。 

『i-Bridge』では、2 次元詳細設計データを

３次元工場原寸データに連係させるために

BIM/CIM データの仕様構築を当初目的として

活動を始めました。現時点ではこれに加え、生

産性向上の施工技術だけでなく、安全性に重点

を置いた技術の採用、例えば、型枠が不要な鋼

コンクリート合成床版やシステム足場の採用

など、若い働き手確保のための安全職場の構築

も重要な目的となっています。 

また、著しく進化する最新 IT についても積

極的に取り入れるために、適用検証を実施して

います。3 次元モデルを利用した VR や AR な

どは、施工疑似体験や安全教育に活用されてき

ています。多くの企業や作業者が利用するには、

まだまだ高価ではありますが、将来の建設業の

発展には必要不可欠な技術であると期待して

います。 

 
i-Bridge に想う 
 

 

 

 

（一社）日本橋梁建設協会 会長 

                                  坂本 眞 

顔写真 

（事務局注：本稿は、平成 30 年 12 月１日時点で執筆されたものです。） 
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表-1  新規登録技術（平成 30 年度近畿地方整備局登録  平成 30年 11月～平成 31年 1月） 

技術名称

登録番号

区分 工法 工種 道路維持修繕工

副題

技術名称

登録番号

区分 工法 工種

副題

技術名称

登録番号

区分 製品 工種

副題

技術概要

本技術は、亜鉛アルミを含有するベースコートと、アルミと有機系樹
脂を主成分とするトップコートの二層で形成する表面処理技術です。
水素脆性による遅れ破壊の一因となる酸洗いや電解行程を必要と
せず、クロム化合物を一切含有しないため環境に配慮しています。

41

アルミ軽量シート朝顔「楽美」

KK-180041

水素脆性の心配のない防食技術「ディスゴ処理」

建設・土木で使用する強度区分の高い高炭素系鋼材への防錆処理

軽量化により作業効率が向上した朝顔

技術概要
本技術は、建築工事用朝顔の受部をメッシュシートとしたことにより
軽量化及び部品点数を削減した技術であり、従来はFRP万能板で対
応していました。

吊りチェーンアジャスター

KK-180042

足場吊りチェーンの長さを調整可能な吊りチェーン用クランプ

本技術は、吊り足場において吊りチェーンの長さの微調整を可能とし
たクランプ部材で、吊りチェーン用クランプ本体にターンバックルを組
み込みでミリ単位の長さ調整を行うことができます。

KK-180040

42

技術概要

40

仮設工

仮設工

角度調整が可能

 

 

 

近畿地方整備局において平成 30 年 11 月 1

日より平成31年１月31日までに新技術情報提

供システム（NETIS）へ登録した新技術は８技

術で、その概要は表-１のとおりです。 

登録状況については、平成 29 年度の同時期

の 10 技術と比較して 2件減となっています。

これは、年度が進み前年度に大量申請された技

術の審査の進捗を反映したものとなっていま

す。 

登録された技術は、工法に関する技術が３技

術、機械に関する技術が３技術、製品に関する

技術が２技術でした。前年度の工法に関する技

術が４件で、製品・材料に関する技術が２件、

機械・システムに関する技術が１件で、工法に

関する技術が約３分の１を占めたことに対し

ては変わりなく、材料から機械に変わった傾向

となっています。また、システムに関する技術 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

の登録が無くなっています。 

工種別の登録状況では、仮設工が2技術、道

路維持修繕工と機械設備が 2技術、付属施設と

建築が１技術となっています。仮設工、道路維

持修繕工、機械設備の３工種で 75％を占める一

方、コンクリート工の登録がなく、年間で多く

活用される工種とは必ずしも一致しない傾向

でした。 

前年度同時期と比較すると、道路維持修繕工

が 2技術と変わらない一方で、トンネル工の登

録がなくなっています。 

各技術とも現場の省力化、安全性等に着目し

た技術となっており、技術の活用により生産性

の向上が期待できます。 

 なお、平成 31年１月 31日現在のNETISに

おける新技術の登録総数は 2,836 件(評価情報

927件)となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新規に登録された新技術 平成 30年度近畿地方整備局受付（ ） 
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技術名称

登録番号

区分 機械 工種

技術名称

登録番号

区分 機械 工種

副題

技術名称

登録番号

区分 機械 工種

副題

技術名称

登録番号

区分 製品 工種

副題

技術名称

登録番号

区分 工法 工種

副題46

Watercoat(ウォーターコート)

KK-180047

建築

無機系ガラスコーティングシステム「ウォーターコート」を使用した環
境に負荷をかけない土木・建築構造物の無機美装防汚工法

技術概要

本技術は自然界にある約10種類の鉱物を加工した特殊セラミックの
性質特徴を活用し水を電気分解し外壁等の表面の凸凹に電気メッ
キの原理で被膜を作るコーティング技術であり、従来は洗浄を行っ
ていました。本技術の活用により、ライフサイクルコスト削減、品質向
上が期待できます。

43 副題

技術概要

46

伸縮性目地部材「目地フォーム」

45

点検用窓「GENSO」を用いたポンプ診断技術

44

トンネル補修台車「モビル・ワーク・ステーション」

技術概要
本技術は、トンネル内の高所作業において、作業床を広く設けた自
走式作業台車であり、従来は高所作業車（トラック架装リフト幅広
デッキブーム型作業床高さ12m）で対応していました。

付属施設

道路維持修繕工

機械設備

KK-180046

各種ブロック用の目地部材

技術概要
本技術は、路側工における歩車道境界ブロックのモルタル目地につ
いて、現場練りモルタル詰めからオレフィン系樹脂発砲体を接着する
方法に置換したものです。

KK-180045

ポンプの内部状況を容易に可視化できる、専用点検窓を用いた診断
技術

技術概要
本技術は、立軸斜流ポンプの点検用開閉窓の技術であり、従来は
点検口からの内部診断でした。本技術により点検蓋の取り外しが不
要となるため、点検時における工期短縮統が期待できます。

KK-180044

トンネル内部高所作業車における安全性・施工性を向上させる作業
台車

本技術は、ピストンロッド部の作動油漏れを防止するため、Vパッキ
ンにコイルバネによる弾性力を常時作用させることにより緊迫力を与
え、リップが摩耗してシール性能を失っても自動で能力を回復する機
構を備えたものです。

Vパッキンの自動増し締め機構付き油圧シリンダ

KK-180043

Vパッキン用アダプタに圧縮コイルバネを内蔵させVパッキンに自動
で適正な緊迫力を与え、長寿命化させる機構を備えた油圧シリンダ

機械設備

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



近畿建設新技術活用通信 第 3 号(vol.3) 2019.2.20 

 

 

5 

 

写真-１ 第３回評価会議開催状況 

表-３ 透光性遮音板の評価指標と項目 
備 考

項目 分類 内容 規格 試験方法

基本性能 音響性能 Ａ－１ 遮音板が直接音を遮蔽する減音比 400Hzおよび1,000Hzにおける音響透過損失 JIS_A_1416 ・「実験室における建築部材の空気音遮断性能の測定方法」による （枠が付いた）実製品を対象に実施

強度 Ｂ－１
遮音板の横断方向に作用する風荷重に
対する強度

風荷重
（橋梁部：2.0kN/m2以上
　土工部：1.5kN/m2以上）
に対し、十分な強度を有すること

ＮＥＸＣＯ
試験法901

・「遮音壁の強度試験方法」 同上

破片飛散防止率

最大破片重量

耐燃焼性能 Ｂ－３ 遮音板の車両火災等への安全性

燃え抜けがない燃焼時間
（上限値６０分。６０分以内に燃え抜けた場合
は、そこまでの時間とし、試験を終了する）
※燃え抜け
　・非加熱側へ10秒を超えて継続する
   火炎の噴出がある
　・非加熱面で10秒を超えて継続する
    発炎がある
　・火炎が通る亀裂等の損傷が生じる

JIS_R_3204 ・「網入板ガラス及び線入板ガラス」加熱試験による 同上

耐飛び石性能 Ｂ－４
飛び石等の飛来物衝突に対する他の要
求性能の保持性

損傷形態
（目視評価）

NEXCO
試験法908

・「遮音壁の耐飛び石性試験方法」による 同上

Ｃ－１
初期及び実験室光源暴露後の
曇り具合

初期及び促進暴露5,000時間後の
曇価
（ヘーズ）

・促進暴露：JIS_K_7350
・曇価：JIS_K_7136

・「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ-実験室光源による暴露試験方法－第2部：キセノンアークランプ」による促進暴露試験
・暴露後、「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－透明材料のヘーズの求め方」による
・同一種類、同一規格の製品であれば、5,000時間暴露の試験体と異なる製造ロットの試験体による初期
値測定を可とする

透光部材を対象に実施

Ｃ－２ 初期及び実験室光源暴露後の黄色度
初期及び促進暴露5,000時間後の
黄色度（ＹＩ）

・促進暴露：JIS_K_7350
・黄色度：JIS_K_7373

・「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ-実験室光源による暴露試験方法－第2部：キセノンアークランプ」による促進暴露試験
・暴露後、「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－黄色度及び黄変度の求め方」による
・同一種類、同一規格の製品であれば、5,000時間暴露の試験体と異なる製造ロットの試験体による初期
値測定を可とする

同上

Ｄ－１
・周辺住居の日照確保性
・眺望の確保性
・交通安全上の視認性の確保性

全光線透過率、平行光線透過率
（初期値、促進暴露5,000時間後）

・促進暴露：JIS_K_7350
・全光線透過率：
JIS_K_7361-1

・「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ-実験室光源による暴露試験方法－第2部：キセノンアークランプ」による促進暴露試験
・「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－全光線透過率の試験方法－第1部：シングルビーム法」による

同上

※その他の性能は、個別の現場での必要に応じて、求める性能の内容•程度を判断する。

同上

耐久性能

視認性能

性能種別
性能評価項目

性能評価指標
試験方法

安全性能

耐衝撃性能 Ｂ－２
車両の積荷が遮音板へ衝突し、破損した
場合の透光部材飛散状況

NEXCO
試験法902

・「遮音壁の耐衝撃性試験方法」による

 

 

 

平成 30 年度第３回新技術活用評価会議は、

平成 30年 12月 17日（月）に近畿地方整備局

新館３階会議室で開催されました（写真-１参

照）。 

 今回の会議で審議された技術は、表-２の通り、

事後評価5件です。工種分類では、道路維持修

繕工3件、トンネル工１件、仮設工１件でした。 

今回の評価会議では、特長のある項目につい

て平均的でなく重点的に評価する方策を再度

検討すべきある等の意見が出され議論とな 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ました。評価結果については後日申請者に通知

されます。 

また、今回の新技術活用評価会議では、近畿

地方整備局において審議するテーマ設定技術

評価である「被覆 PC 鋼線技術」と「透光性遮

音板」の評価について評価状況と応募状況の報

告がありました。 

「被覆 PC 鋼線技術」については、本通信の

２号で紹介しましたが、３現場におけるデータ

サンプリング状況が報告され、性能一覧として

公表する素案が提示されました。未採取のデー

タを充足することにより次回会議で最終案と

なる予定です。 

もうひとつのテーマである「透光性遮音板」

の評価については、６者の応募があり、年度末

から来年度の実現場における検証に向けて評

価項目の修正等が報告されました。なお、性能

指標と項目については、表-３のとおりです。 

平成 30 年度第４回評価会議は３月中旬を予

定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新技術活用評価会議便り(平成３０年度第３回) 

表-２ 平成 30年度 第３回評価一覧表 
NETIS登録番号 技術名 工種 分類 技術内容

① KK-120009 環境配慮型厚膜省工程弱溶剤重防食塗装システム 道路維持修繕工 事後評価 弱溶剤厚膜型ふっ素樹脂によって塗装工程を４工程から２工程に短縮する工法

② CB-120032 トンネル覆工コンクリートトータル養生システム トンネル工 事後評価 コンクリートの表面と内部の温度差を少なくして温度応力によるひび割れを抑止する工法

③ KT-120008 コンパクトストッパー（KCS) 道路維持修繕工 事後評価 水平２方向及び上揚力の地震力に抵抗する緩衝ゴム付き変位制限装置

④ KTK-160010 プラシキ 仮設工 事後評価 再生ポリエチレンを用いた軽量敷板で人力による敷設撤去が可能な製品

⑤ CG-120004 浸透性吸水防止材「レジソークType1」 道路維持修繕工 事後評価 コンクリート表層部の組織を改質し、塩害、中性化などの進行を抑制する含浸材

⑤① ② ③ ④
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図-2活用の類型 
（平成 30年 4月～１１月） 

表-4 近畿地方整備局における工種別 
活用ランキング（H30年 4月～11月） 

 

 

 

平成 30 年度 4 月から 11 月の８ヶ月間にお

ける新技術の活用状況については、大阪河川国

道、浪速国道をはじめ22事務所等で 222現場

841 技術の報告となっています。 

平成30年4月から平成30年11月までの総

工事発注件数は 947 件、活用工事件数は 222

件で、新技術活用率は 23.4％となっています。

活用方式は、841 技術のうち、20 件が発注者

指定型、残りの821件が施工者希望型で活用さ

れています。（図-１、図-２参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 安全建設気象モバイル KIYOMASA は、気象

情報を現場毎にサイト構築し携帯電話やパソ

コンにメールにて通知するシステムです 

本技術の活用により、局地豪雨予測やアラー

トメールの取得が可能となり迅速な作業可否

判断ができるので安全性が向上します。 

本技術は、5km～20kmの市区町村レベルの

情報を 1km メッシュ現場のピンポイント情報

に変え、緯度経度レベルで局地気象情報が得ら

れます。 

豪雨降雪予測の更新間隔は、3回/日から 288

回/日に変え、局地豪雨・降雪への対応がよくな

りました。地上平均風速の予測は、高度600m

まで 10m ピッチで、平均、最大、最大瞬間風

速の予測に変え、建設機材の転倒対策ができる

ようになりました。日ごとの気温による熱中症

情報は、WBGT値に基づき 3時間ごとの予測に 

変え、暑熱環境下への対策が取れるようになり 

 

変え、暑熱環境下への対策が取れるようにな

り 

活用工事件数では、16現場が発注者指定型、

206現場が施工者希望型となっています。 

平成30年度４月～11月の近畿地方整備局にお

いて最も多く新技術が使われた工種は「仮設工」

で、「コンクリート工」「土工」「共通工」「道路

維持修繕工」の順に活用されており、その順位

の傾向は全国的に類似しています（表-4参照）。

また、上位３工種で 50％以上を占めていること

も平成 29年度と同様の傾向です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ました。警報や注意報、防災情報は、現場の緯

度経度に基づき、整理した表示に変えました。 

本技術により、気象の急変を通知できるよう

になり、注意喚起力が高まり、現場の安全施工

実施に対する体制が強化されます。 

 また、ある活用効果帳表によるとゲリラ豪雨

の対応に活用できたと報告があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

近畿地方整備局における新技術活用の進捗状況（平成 30年 4月～平成 30年 11月） 

 

近畿ランキング上位技術の概要～～安全建設気象モバイル KIYOMASA(KT-100110-VE)～～ 

平成 2９年度の新技術活用において近畿地方整備局管内で活用が多かった技術のうち、VG(登録後 10 年を経過した)技術を除き、活
用工事数が多く第３位となった安全建設気象モバイル KIYOMASA(KT-100110-VE)を紹介します。 

図-３ 概念図（KT-100110-VE） 

図-1新技術活用状況 
（平成 30年 4月～１１月） 

工 　種 活用件数
1 仮設工 232
2 コンクリート工 155
3 土工 136
4 共通工 50
5 道路維持修繕工 48
6 ＣＡＬＳ関連技術 39
7 調査試験 31
8 舗装工 27
9 港湾・港湾海岸・空港 22

10 電気通信設備 20
その他（10工種以外） 81

841合計
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１．新技術活用促進型工事とは 

 新技術導入促進型工事は、新技術を活用した

効率的な施工管理、安全管理等による工事品質

の向上等につなげることを目的としています。 

新技術導入促進型工事は、工事の発注に当た

って、NETIS登録技術等の新技術の現場での活

用や、研究開発段階にありながら当該事業にお

いて工事品質向上等の効果が高いと期待される

技術の現場での実証についての技術提案を求め

る工事をいい、以下の二つに分類されます。 

（１）新技術導入促進（Ⅰ）型 

技術提案評価型S型又は施工能力評価型を適

用する工事において、発注者が指定するテーマ

について、NETIS登録技術等の実用段階にある

技術を活用する提案を求め、総合評価において

その技術の活用の妥当性等について評価するも

ので、主に複数の候補技術が存在するもの。 

（２）新技術導入促進（Ⅱ）型 

原則として技術提案評価型S型を適用する工

事において、発注者が指定するテーマについて、

実用段階に達していない技術又は研究開発段

階にある技術の検証に関する提案を求め、総合

評価において提案技術の有効性、具体性等につ

いて評価するもので、当該事業において工事品

質向上等の効果が期待される技術があるもの。 

 

２．評価方法等について 

 新技術活用促進型工事の評価方法等について

は、次のとおりです。 

（１）新技術導入促進（Ⅰ）型の実施 

①対象とする技術と評価 

 発注者が指定するテーマについて、新技術情

報提供システム（NETIS）に登録されている技

術のうち、提案された技術が有用な技術（推奨

技術、準推奨技術、評価促進技術、活用促進技

術、活用促進技術（旧）、設計比較対象技術、

少実績優良技術）である場合は１点、提案され

た技術が評価済み技術（NETIS番号の末尾に-VE

を付与）である場合は0.5点を、総合評価の「企

業の施工能力」において加点します。 

②工種の分布 

 平成30年11月15日現在において、NETISで 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（Ⅰ）型となる対象技術を検索してみると668

技術がヒットします。有用な技術の位置づけが 

ある技術が204技術（31％）、評価済み(-VE)

技術が464技術（69％）となります。その工種

別内訳は図-４のとおり、コンクリート工が102

技術(15%)、仮設工が96技術(14%)、共通工が

89技術(13%)の順になり、上位５工種で50％を

占めています。発注者が指定するテーマに左右

されますが、複数候補が選定可能な工種から選

定を進めるのが効率的です。 

（２）新技術導入促進（Ⅱ）型の実施 

①対象とする技術と審査及び評価 

発注者は、テーマを指定しますので、入札参

加者は、所定の提出様式を使用した技術提案書

類に、実証する技術の内容、現場実証の方法、

実証費用に関する参考見積もり、今後の活用の

見通し等を記載することになります。 

発注者は、提案により開発される技術の新規

性、有効性、現場実証の具体性を認める場合に

加点評価をします。 

②実施動向等 

 近畿地方整備局では、「すさみ串本道路トン

ネル工事」と「すさみ串本道路雨鳴トンネル工

事」の２工事について、全国では関東地方整備

局の「山清路防災１号トンネル工事」の他７工

事が「ＡＩ（人口知能）などを活用したトンネ

ル切羽等の地山判定方法」で手続きを開始して

います。なお、近畿地方整備局では新技術導入

提案の配点を２０点としています。 

Ⅱ型工事を実施する場合は、発注者によって、

ＣＩＭの活用や工事特有のテーマなど複合要素

が加味されている場合があるので技術の選定に

は全部の要素を満足する選定が必要となります。 

新技術活用促進型工事の推進 

図-４ 新技術導入促進Ⅰ型の工種類型 
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１．インフラメンテナンス国民会議の発足 

戦略的なインフラの維持管理を実施するため

には、維持管理を支える建設業を中心としたメ

ンテナンス産業や地域の担い手の確保等、社会

全体として課題に取り組む必要があります。 

このため、産学官民が一丸となってインフラ

メンテナンスの理念の普及を図り活力ある社

会の維持に寄与することを目的として、インフ

ラメンテナンス国民会議が設立されました。 

 

２．近畿本部の構成と活動 

その中で、近畿本部は、近畿地方における革

新的技術の発掘と社会実装、企業等の連携促進、

市民参画の推進などを目的として、全国で初め

て発足した公認フォーラムです。 

 産学官民連携のプラットフォームとして、近

畿情報ワーキンググループ（ＷＧ）は、自治体

ニーズの情報収集やベストプラクティスの収

集発信、地場企業の技術等の発掘、フィールド

提供、オープンイノベーション推進、異業種交

流を担います。また、ボランティアセンターＷ

Ｇは、ボランティア活動の事例収集や仲介、市

民参画支援、人材育成を担います。 

 

 

 

１．試行の背景 

 国土交通省では、建設現場における生産性向

上を図るため、i-Construction を推進していま

す。 

 しかしながら、生産性向上については、「2017

生産性向上事例集」（（一社）日本建設業連合会）

にも示されている通り、新技術の活用だけでは

なく、施工手順の工夫や既存技術の組み合わせ

等、現場での創意工夫による組み合わせも報告

されています。 

 

2.生産性チャレンジ工事とは 

 生産性向上チャレンジ工事とは、工事契約後

の施工段階において、受注者が施工にあたり、

施工手順の工夫等、生産性向上（省力化等）に

資する取り組みの実施を推進するものです。 

 

 

 

３．活動実績 

近畿本部は、平成 

28 年 12月 15日に 

発足以来、フォーラ 

ム、ピッチイベント、 

現場見学会、実証実 

験等を順次実施して 

います（表-５参照）。 

 直近で実施された 

第４回ピッチイベン 

ト（建設技術展 2018 

近畿で実施）では、平成３０年度に実施された

実証実験の報告と、兵庫県からのニーズ提供に

より「港湾・海岸に漂着したゴミの測量技術」

について対応技術を有する各社より多彩なプ

レゼンテーションが行われました。 

 

４．今後への期待 

インフラメンテナンス国民会議は、各地方に

フォーラムが展開されつつあり、建設関連企業、

民間企業（非建設）、ＮＰＯ、大学、国、地方

公共団体により、更なる新技術の異業種融合が

形成されていくものと期待されます。 

 

 

 

 発注時において、対象工事であることを入札

説明書に明記し、工事契約後、受注者は施工計

画書の提出までに省人化等の生産性向上に資す

る取り組みの提案を監督職員に提出することが

出来ます。 

 

3.実施方法 

 提案の実施にあたっては、施工計画書に①取

り組みの内容②期待される効果等を明記し、履

行義務として取扱い、完了検査時までに実施内

容及び効果を報告するものです。 

 なお、履行及び効果が確認された場合は工事

成績評価で優位に評価します。ただし、技術提

案で提案済みの内容は除かれます。また、チャ

レンジにかかる費用については、原則受注者負

担によります。 

インフラメンテナンス会議大阪の動向 

生産性向上チャレンジ工事の試行 

年 月 日 行事
29 1 31 第１回フォーラム
29 3 9 第２回フォーラム
29 3 22 第３回フォーラム
29 7 28 第１回ピッチイベント
29 8 9 第４回フォーラム
29 10 12 第１回実証実験
29 10 26 第２回ピッチイベント
30 3 1 現地見学会
30 3 23 第２回実証実験
30 7 3 第５回フォーラム
30 7 27 第３回実証実験
30 8 23 第３回ピッチイベント
30 8 23 第６回フォーラム
30 9 27 第４回実証実験
30 10 25 第４回ピッチイベント

表-５ 活動の系譜 
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表-1 工事概要 

工 事 名：国道１号木津川大橋他補修他工事 

工事場所：【観世橋(上)】京都府宇治市小倉町 

工 期：平成29年 11月 25日～平成 30年 7月 15日 

施工業者：（株）長村組 

工事内容：【観世橋(上)】橋長 L=23.4m 

     道路付属施設工 1式 

橋梁補修工（支承補修含む） 1式 

     現場塗装工 1 式 

     構造物撤去工 1式 

     仮設工 1 式 

※施工場所、工事内容は観世橋（上）の内容 

支承のス

ベリ面へ

潤滑性防

錆材注入 

支承全面

へブラス

ト処理 

ブラスト

後直ちに

金属溶射 

溶射に引

き続き樹

脂塗装 

図-７ 「支承の若返り工法」施工ステッ

 

 

 

 

新技術活用現場レポートは、活用ランキング

で上位となった新技術で特徴ある工法につい

て、実際に活用された現場において、その採用

理由や活用した評価を具体的に報告すること

により今後の活用をより円滑にすることを意

図して工事内容を報告するものです。 

今回は、平成 29 年度近畿地方整備局管内で

第２位の活用数であった「支承の若返り工法」

（HR-100013-V）について解説します。 

 

１．現場概要 

現場は、京都府南東部を南北に縦断する主要

路線の一つである国道 24 号が、巨椋池土地改

良区所管の用水路を渡河する観世橋です。1987

年架設竣工、鋼単純非合成鈑桁橋（橋長 23.4m）、

交通量 35,136 台/24hの本橋梁は、2015年の

橋梁点検にお

いて、床版の漏

水・遊離石灰、

主桁・横桁の腐

食、堅壁・沓座

モルタル・地覆

等 の ひ び 割

れ・うきに加え

て、桁端部から

の漏水により、

支承の防食機

能の劣化が確

認されていま

した。 

 

２．工事概要 

本工事では、観世橋(上)について、断面修復、

ひび割れ補修といった一般的な橋梁補修と併

せて、支承部のすべり・回転機能回復も期待で

きる「支承の若返り工法」を採用しました。従

来技術である重防食塗装（Rc-1 塗装系）によ

る塗り替え塗装では、支承のすべり・回転機能

の回復は期待できないため、同工法は従来工法

付加価値を付けた工法と言えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新技術活用現場レポート ～～支承の若返り工法（HR-100013-VR）～～ 

～～ 

図-５ 概略位置図 

久御山 
JCT 

観世橋 

図-６ 観世橋(上) 側面図・平面図 
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３．現場での活用状況 

「支承の若返り

工法」の利点はいく

つか上げられます

が、一番の利点はそ

の防錆力の高さで

あると考えられま

す。現場では、ブラ

スト、亜鉛アルミ溶

射、上塗塗装作業に

おいて、防護シート

による一見大がか

りとも思える厳重

な飛散養生が必要

です。しかし、ブラ

スト（一種ケレン）

による素地調整は、

目視でも二種ケレ

ンとの違いが解る

ほどに均一で粗な

素地を形成するこ

とが出来ます。また、

犠牲防食機能を有

する亜鉛アルミの

溶射は溶射ガンを

使用し、上塗りとな

るエポキシ樹脂系

保護材もポールガ

ン、スプレーガン等

で施工するため、狭

隘部に注意さえす

れば、複雑な形状の

支承に、見た目にも

非常に均一な塗装

仕上げを施すこと

ができます（写真

-2~6参照）。 

 また、通常の塗装作業と異なり、養生や手待

ち等工程のインターバルが無いのも同技術の

特徴です。本工事では、支承 12 基の施工を行

いましたが、防護シートによる養生や清掃、後

片付けを除いた支承防錆作業に限れば、計 3日

の夜間作業で施工が完了したことになります。 

 現場で印象的だったのが、施工機械が意外に 

 

コンパクトだった点です。コンプレッサーやエ

アドライヤー、発電機等の使用機械一式は 4t

トラック1台に搭載されており、橋梁上の規制

内に配置し、ホースを桁下の吊足場内に引くこ

とで施工が可能でした。 

 支承滑り面に潤滑性防錆材を注入すること

により、支承機能が回復し、同時に防錆効果も

期待できることが、従来工法と比較した際の付

加的な要素ですが、潤滑剤の注入工程も、シス

テム化された工法の中で、スムーズに行えるも

のでした。 

 

４．発注者の評価 

桁の端部は、床版、橋台、支承や落橋防止装

置に囲まれた狭隘な空間となっており、湿気が

こもりやすい上、伸縮装置の排水機能や排水施

設の不具合による漏水、滞水、土砂堆積の発生

事例が多く、一般的に支点中央部に比べて厳し

い腐食環境に置かれています。こういった局所

的な腐食に対処出来る方策を導入し予防保全

を行うことが、限られた予算の中で橋梁メンテ

ナンスを行っていく上で重要であることは言

うまでもありません。そういった視点から開発

された同技術は、ライフサイクルコスト（LCC）

を見据えた経済性に非常に優れており、有用で

あると評価出来ます。 

新技術の開発は常に続けられており、現場で

の活用実績も日々積み重ねられています。数年

前の設計には反映できていない、というものも

見受けられます。アンテナを高く持ち、各現場

に適した新技術を積極的に活用してきたいと

思います。 

【京都国道事務所京都第一維持出張所 管理第二係長 藤 寧子（談）】 

 

５．終わりに 

本技術の採用により、支承の LCC低減が期待

できますが、従来よりも初期コストが高いため、

今後の改善が望まれています。また、耐久性の

高い金属溶射ですが、その効果は工事期間内で

は確認できないため、経過観察を行い必要な改

良を行うことで、より一層の技術の向上や信頼

性向上を図っていくことが期待されます。 

 次回は、「ジオシェルトン」の事例紹介を予

定しています。 

 

写真-２ 飛散養生 

写真-３ 素地調整完了 

写真-４ 金属溶射状況 

写真-６ 上塗塗装完了 

写真-５ 上塗塗装施工状況 
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1.はじめに 

鋼橋建設における i-Bridge は、橋梁事業の生

産性・安全性の向上を図るために、IＣT技術だ

けでなく、新材料を含む新技術・新施工法等を

活用したプロセス（計画・設計・製作・架設・

維持管理）、または、このプロセスを経て建設

された橋梁を意味しています。 

以下では、平成 29 年度より開始した   

i-Bridge推進活動についての現状と課題につい

て紹介します。 

 

2. BIM/CIM の利活用 

鋼橋における３次元データの活用は、工場製

作時の原寸作業で 1980年代から既に取り組み、

実施されてきました。こうした中、現在の

BIM/CIM では測量、設計から現地施工までを

３次元データにより情報共有し、施工を効率的

に行い、更には維持管理へのデータの展開を求

められています。 

国土交通省の CIM 導入推進委員会において

は、鋼橋の情報共有のあり方をはじめとした以

下の検討と実装への取り組みを進めています。 

・詳細設計段階から製作段階へのデータ連携

（図-８参照） 

・３次元データと連携した出来形計測方法等の

検討 

・ICT による安全性向上 

図-８ データ連携実現イメージ 

今後の方向性としては、BIM/CIM試行工事 

 

 

 

 

のリクワイアメントの中にある、以下に着目し

た取り組みが必要と考えています。 

・契約図書化に向けたCIMモデルの構築 

・工事関係者間での情報連携及びオンライン電

子納品の試行 

・CIMモデルによる数量、工事費、工期の算出 

  

３．工場製作の深化 

3 次元モデルの導入により、工場製作におい

ては、製作性の検討を効率的に行うことができ

ています。また最近では、3 次元モデルと連動

したＶＲ（仮想現実）も効果的に利用されつつ

あります。 

原寸作業では、自動原寸システムにより作成

されたＮＣ（数値制御）データにより、けがき、

切断、孔あけ等の自動運転が可能となり、溶接

では、多電極溶接装置、多関節溶接ロボットに

より高能率化が図られています。 

部材の計測においても、3 次元計測が多用化

されており、例えば橋梁部材の計測にデジタル

カメラによる計測システムを用いて、シミュレ

ーション仮組立することで生産性・安全性の向

上を図っています。 

 

4. 床版設置の効率化 

鉄筋コンクリート床版に代表される場所打ち

コンクリートの床版形式では、支保工・型枠の

組立・解体、鉄筋組立、コンクリート打設や養

生など多くの現場作業が発生します。 

i-Bridge では、鋼コンクリート合成床版（写

真-７参照）や鋼床版の採用による、現場施工

の省力化を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-７ 鋼コンクリート合成床版 

 

連載 i-Construction ～～③i-Bridge の現状と課題～～ 
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5. 現場施工の安全性向上と効率化 

（１）大ブロック架設の推進 

近年、市街地での大型橋梁施工では高所での

単材ブロック組み立て工法から、地上で単材ブ

ロックを大ブロックへ組み立て、大型クレーン

や多軸式特殊台車を用いて一括架設する工法

の採用が増加しています（写真-８参照）。 

従来は、多軸式特殊台車を所定の位置まで移

動・架設するために人力計測や走行位置へのマ

ーキング等の事前作業を行っていましたが、こ

れらを、GNSS（衛星測位システム）等による

台車位置のリアルタイム計測と軌跡データを

用いたシステムを組み合わせて台車位置と架

設時の誤差等を一元管理するシステムの構

築・導入を目指しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-８ 多軸式特殊台車を用いた一括架設 

（2）ICTを活用した安全性の向上 

1）i-Belt の開発推進 

安全帯は作業員の命を守る最後の砦ですが、

作業の性質上、使用の管理が難しい側面があり

ます。そこで i-Belt では、安全帯に図-９の機

能を付加し、安全性向上を期待しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-９ i-Belt 

2）i-House の開発推進 

i-House は、現場の気象状況や施工時状況、

作業員状況をリアルタイムで一元管理するた

めのハウスで、以下のような項目についてリア

ルタイムでの集中管理を目指しています。 

①雨量・風向・風速等の気象状況 ②騒音・振

動等、環境影響数値 ③作業状況や作業環境 

④ベントや基礎等の仮設備状況 ⑤特殊架設

の変位や反力 

 

６. 維持管理への適用 

古い橋梁等では図面が保管されていないこと

も多く、補修・補強計画を行う際に、まず既設

橋梁の形状を計測・図面化することが必要で、

その作業に大きな労力を要します。 

近年では 3Ｄのレーザースキャナ計測により

取得した3次元座標（点群データ）から、既設

橋梁の形状寸法を計測する方法が急速に普及

し、現場調査における計測手法としてより身近

なものになりつつあります（図-10参照）。 

今後は、これらの３Ｄデータを全国レベルで

一元管理するデータベースの構築を目指す取

り組みが必要と考えています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 点群データからの外形線作成 

 

７. 新材料・新技術の活用 

i-Bridge では、新材料を含む新技術・新施工

法等を活用した軽量化や省力化による生産性

の向上も目指しています。新材料には、橋梁用

高性能鋼材（ＳＢＨＳ）の採用による鋼重削減

や溶接性向上、また塗装寿命延長鋼の採用によ

る塗装塗り替え回数の削減などを目指してい

ます。新技術では、吊橋主塔へのパネル架設工

法の適用や維持管理兼用足場パネル等の採用

による効率化を目指しています。 

 

８. おわりに 

さらなる i-Bridge の進展を図るべく、今後も

関係団体との協働や施工者への周知、発注者へ

の紹介などを通じて、i-Bridge に関する活動を

推進します。 

機能追加 

機能追加 

気温・湿度・体温・脈拍の計測・送
信 

GNSS 等による位置及び高度の計測 

安全帯のフックの使用有無の確認 
安全帯エアバッグの装着 
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表-６ 判定区分 

表-９ ５か年計画と累積点検実施率 

表-７ 付属物等点検実施状況（平成 29年度） 

表-８ 付属物等点検実施状況（近畿地方２府５県） 

 

 

 

１．はじめに 

シェッド・大型カルバート、歩道橋および標

識・照明施設等（以下「道路附属物等」という）

の定期点検では、基本として全ての部材に近接

して部材の状態を評価することとなっており、

肉眼により部材の変状等の状態を把握し評価が

行える距離まで接近して目視を行う事（近接目

視）を想定しています。ただし、近接目視によ

る変状の把握には限界がある場合もあるため、

必要に応じて触診や打音検査を含む非破壊検査

技術などを適用することを検討しなければなら

ないとされています。 

なお、土中部等の部材については、周辺の状

態などを確認し、変状が疑われる場合には、必

要に応じて試掘や非破壊検査を行わなければな

りません。 

また、近接目視が物理的に困難な場合は、技

術者が近接目視によって行う評価と同等の評価

が行える方法によらなければならないとされて

います。 

 

２．診断 

定期点検では、部材単位の健全性の診断と対

象構造物毎の健全性の診断を行うこととなって

おります。なお、健全性の診断は、表-６の判定

区分により行うことを基本としています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 点検時に、道路利用者または第三者への被害

のおそれがある損傷が認められた場合には、応

急的に措置を実施した上で、上記Ⅰ～Ⅳの判定

を行うこととする事となります。 

 応急的な措置として、対策（補修・補強、撤

去）、定期的あるいは常時の監視、緊急に対策

を講じることができない場合などの対応として、

通行規制・通行止めを実施する事があります。 

 

 

 

３．点検状況 

国土交通省では、国民・道路利用者の皆様に

道路インフラの現状及び老朽化対策について

ご理解頂くため、点検の実施状況や結果等を

「道路メンテナンス年報」としてとりまとめて

います。現在最新版にて公表されている平成 29

年度単年度の道路付属物等の点検状況は 20％

となっています（表-７参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

また、近畿地方 2府５県の点検実施状況を都

道府県別にみると表-８のとおりであり、平均が

19%と全国平均より１ポイント下回っていま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 さらに、５年間の点検計画と平成 26 年度か

ら平成 29 年度までの累積点検実施率をみると

累積で 78%となっており、全国の計画値と同

等の実績が出ており、近畿地方の累積点検率は

全国の実績を 3 ポイント上回っています（表-

９参照）。 

 

 

 

 

 

また、道路付属物等の点検結果の判定区分と

建設経過年数の関係は図-11のとおりです。平

成 29年度の判定区分の割合は、Ⅰ17％（1.352

メンテナンス技術と新技術 ～～③道路構造物の点検～～ 

状　　　　　　　　　　　　　　　　　態

Ⅰ 健全 構造物の機能に支障が生じていない状態。

Ⅱ 予防保全段階
構造物の機能に支障が生じていないが、予防保全の観
点から措置を講ずることが望ましい状態。

Ⅲ 早期措置段階
構造物の機能に支障が生じる可能性があり、早期に措
置を講ずべき状態。

Ⅳ 緊急措置段階
構造物の機能に支障が生じている、又は生じる可能性
が著しく高く、緊急に措置を講ずべき状態。

区　　分

管理者
管理施設数

（箇所）
点検実施数

（箇所）
点検実施率

（％）

国土交通省 11,945 2,942 25%
高速道路会社 11,884 1,702 14%

都道府県・政令市等 14,035 2,879 21%
市町村 3,015 544 18%

計 40,879 8,067 20%
※政令市等には特別区も含む 平成30年3月時点

年度 H26 H27 H28 H29 H30 計（％）

全国計画率 17 24 20 18 22 100
全国実施率 16 21 20 18 75

近畿7府県実施率 15 25 19 19 78

都道府県名
管理施設数

（箇所）
点検実施数

（箇所）
点検実施率

（％）

福井県 389 88 23%

滋賀県 466 115 25%

京都府 587 76 13%

大阪府 2,879 657 23%

兵庫県 2,158 305 14%

奈良県 364 51 14%

和歌山県 321 51 16%

計 7,164 1,343 19%
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表-１０ 付属物点検技術の抽出例 

図-11 平成 29 年度判定区分と建設経過年数の関係 

箇所）、Ⅱ52％（4,205箇所）、Ⅲ31%（2,508

箇所）、Ⅳ0.02％（2 箇所）となっており、建

設経過年数とともに判定区分Ⅲの割合は増加

する傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．道路付属物等の特徴 

道路付属物等の管理数については、橋梁数に

おいては市町村が大半を占めている現状に対

して、国・高速道路会社・都道府県および政令

市・市町村にてそれぞれ 29～34％であり、市

町村の管理数は 7％程度となっています（図－

12参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道路付属物等は比較的その多くが幹線道路に

設置されている傾向があり、幹線道路上を跨い

で設置されているケースが多く、点検や補修時

における交通への影響や安全管理、そして規制

に伴うコストや社会的影響についても考慮が

必要です。点検においては幹線道路において広

域に多数設置されている対象構造物を効率的

に点検していくことが求められます。 

 

５．道路付属物等点検に活用可能な技術の例 

道路付属物等のうち、シェッド・カルバート

や横断歩道橋の点検ではコンクリートや鋼部

材といった橋梁と同様の部材点検が求められ

る一方、門型標識等については、部材に鋼管等

が採用されているケースが多く、しばしば地中

埋設部分において支柱の腐食が生じている事

例が報告されます。点検により、確実に不具合

を見つけつつ、路線の広域にわたって設置され

ている構造物を効率的に点検実施していくこ

とが求められます。 

新技術情報提供システム（NETIS）で、「標

識柱・腐食・非破壊」をキーワードにして検索

を実施（平成 30年 10月３日現在）してみると

登録されている技術が６件ヒットします（表-

１０参照）。これらの技術は標識支柱の土中埋

設部の点検実施時において携帯性が優れてお

り、かつ非破壊での腐食状況測定が可能な技術

として登録されているものです。 

 

 

 

 

 

 

これらの技術のうち、新技術情報提供システ

ム登録後の活用件数が多い技術３例を以下に参

考として概要を紹介します。 

① 超音波(表面 SH 波)による鋼管ポール埋設

部の非破壊検査システム（KK-080026-V） 

本技術は、非破壊検査装置で照明柱等の鋼管

ポールの地際から埋設部にかけての腐食状況

を掘削することなく診断する技術です。従来は、

鋼管ポールの埋設部を掘削して、腐食減量を直

接測定していまし 

たが、露出部から 

埋設部分に向け表 

面 SH波を入射・ 

伝搬させ、得られ 

た探傷波形から評 

価・判定を行うこ 

とにより、劣化程 

度の大小が推定できます（図-１３参照）。 

②鋼製埋設部路面境界部の損傷判定、診断方法

(KK-150069-A)  

本技術は、パルス渦流 

法による迅速スクリーニ 

ング及び超音波表面 SH 

波法による詳細検査を組 

合せ、効率的に路面境界 

図-１３ システム概要(KK-080026-V) 

登録番号 技術名称

1 KK-150069-A 鋼製埋設部路面境界部の損傷判定、診断方法

2 KK-080026-V 鋼管ポール埋設部腐食判定・診断システム
3 KT-150121-A 鋼管柱路面境界部腐食診断装置 コロージョンドクター
4 KK-180002-A 鋼製支柱埋設部の腐食診断技術(PC-UT)
5 KT-160151-A ポストチェッカーⅡ
6 KT-140070-A 地際腐食検査システム「バウンダリー チェッカー」

図-１２ 構造物施設数の管理者別割合 

図-１４ 模式図(KK-150069-A) 

※メンテナンス年報公表データより近畿技術事務所作成 
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① ② ③ ④
河川構造物 災害用対策機械・維持用機械等 推奨・準推奨技術 道路構造物

大滝ダム 照明車 ＳＲ-メサイア 国道2号淀川大橋

ダムカード 近畿地方整備局ホームページ 国土交通省ホームページ 大阪国道事務所ホームページ

区分

www.kkr.mlit.go.jp/osaka/kanri/
yodogawa/teiten.html

www.kkr.mlit.go.jp/kinokawa/eve
nt/damcard.htm

www.kkr.mlit.go.jp/bousai/tec-
force/index.html

www.mlit.go.jp/common/0
01236612.pdf

被写体

http://

出
典

部の損傷状況を可視化することを特徴として

おり、腐食確認のための掘削を必要とせずに路

面境界部より深さ約 50mm 範囲の腐食を検知

することが可能です（図-１４参照）。 

③鋼管柱路面境界部腐食診断装置 コロージョ

ンドクター(KT-150121-A)  

本技術は、超音波を使った非破壊診断技術で、

鋼管柱路面境界下の腐食状況を調査する技術

です。腐食部分で反射する Fエコーが大きくな

る分、鋼管柱底面で反射するBエコーが小さく

なることを利用した F/B（腐食指数）を腐食検

出アルゴリズムに採用し、腐食検出能力の向上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を図っています。また、時系列経緯の画像を添

付できる能力を使用した情報管理が可能です

（写真-９参照）。 
 
６．おわりに 

道路付属物は、橋梁やトンネルのように大き

な構造物ではない印象がありますが、幹線道路

に数多く設置されている傾向があり、ひとたび

不具合等の発生により通行止め等が生じると

その影響は甚大なものとなります。 

このような現場における点検では、土中構造

物の非破壊探知技術等を駆使していくことで、

点検の確実性を担保しつつ効率性を向上して

いくことが求められています。 

今後においても上記の課題に対応した新技術

が開発され、積極的に活用されることが期待さ

れます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

編集後記 

平成 30年 8月に創刊号を発刊し、みなさまのご協力のもと平成30度内に第３号まで発刊するこ
とができました。今号は、平成30年度の最終号であり、平成最後の刊行にもなります。 
平成 30年を振り返ると、今年の漢字に「災」が選ばれるほど地震、台風、豪雨による災害被害が

全国で発生した年でした。災害に強い国土形成のために、産官学民一体で防災対策を進めていく必要
があることを改めて感じた次第です。また、働き方改革や生産性向上が社会全体の課題となっている
中、遅れが目立つ建設業界においてＩＣＴの活用などの積極的な取組が見られました。なお一層の技
術革新とともに生産性向上が図られていくことが求められます。 
さて、新技術情報提供システム(NETIS)は、国土交通省が平成13年度から運用開始し17年間、多

くの技術情報を提供してきたことで、更なる技術開発を促してきました。「近畿建設新技術活用通信」
は、その様な技術潮流の中で技術開発者と発注者及び受注者間の橋渡しとなれるよう行政及び業界に
おける新技術に関する最新トレンドをご紹介しつつ、生産性向上に資する技術等の情報提供にも努め
ていきたいと考えています。 
今後も更なる内容の充実に努め、読者の皆様方の要求に応えられるよう尽力してまいります。 
また、読者の皆様方からご助言等をいただけますと励みになります。 
http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/advice/index.html 
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表紙の写真

① ②

③ ④

近畿建設新技術活用通信は近畿技術事務所のホームページでも公開中です。 

(https://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/develop/correpondence) 
近畿建設新技術活用通信 

 

 

検索 
 
 

写真-９ 装置外観(KT-150121-A) 

訂正とお詫び：近畿建設新技術活用通信第２号 7頁表 4の記載内容に誤りがありました。近畿技術事務所ホームページ内近畿建設新技術活用通信データを訂正させていただくとともに、お詫び申し上げます。 

http://www.kkr.mlit.go.jp/kingi/advice/index.html
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